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日本の高齢者医療 ・福祉にお ける問題 として、施設であれ在宅であれ、介護サービスの供給が不足 し
ているために、本来、介護サー ビスを受けるべき要介護高齢者の一部が、医療機関に入院するとい う社
会的入院の問題がある1)。これは、高齢者の入院医療サL-一ビスと介護サー ビスに対する需要 と供給のミ
スマ ッチを意味す るため、介護サー ビスの供給 を拡大 して、社会的入院 を解 消すべきとい う指摘がなさ
れている。ただ し、介護サー ビスの供給を拡大 して、社会的入院を解消 しようとい う政策が、入院医療
サー ビスと介護サー ビスそれぞれの総余剰、サー ビス量、費用の3つの指標の観点からみた場合に、どの




なお、本研究では、高齢者の医療 と介護の代替を問題 としているので、高齢者医療の うち、介護 との
代替が全 くきかない傷病の治療は分析の対象か ら除外 し、介護 との代替が生 じる社会的入院を分析の対
象 とす る。 ここでは、高齢者が介護F1的で一般病院に入院 している場合を社会的入院 と呼び、社会的入
院 があった場合に提供 され るサー ビスを入院医療サー ビス と呼ぶ。介護サー ビスには、施設 と在宅のい
ずれの介護サー ビスも含まれ るが、高齢者が介護を目的 として療養型病床群を利用 しているとき、療養
型病床群によって提供されるサービスも、介護サー ビスに含めることにする。
本研究では、社会的入院から介護への代替に焦点を絞るため、議論を単純化 して、次のような世界を









サービス量、費用の もつ意味を確認 しておくと、第1に、総余剰は、社会的純便益を示す ものであ り、入
院医療サー ビス量 と介護サービス量を動かす とき、その量の下で総余剰が大きくなるほど、そこか ら得
られる便益 と費用 との対比から、社会的 にみて入院医療サー ビスと介護サー ビスが無駄 なく効率的に使
われていることを意味 している。
第2に、入院医療サービス量 と介護サービス量は、その需給量が大きいほど、高齢者が入院医療サー ビ
ス と介護サー ビスを利用できる機会が増 し、高齢者の健康や生活能力が回復することを意味 している。
日本の場合は、公的な医療保険の導入によって利用者の直面する価格を本来の価格よ りも低下 させ るこ
とで、入院医療サー ビスの需要 を喚起 している。これは、たとえ入院医療サー ビスが総余剰を最大化す
る水準を越えた としても、健康には特別な価値が与えられるので、入院医療サー ビス量を拡大すること、
言い換えれば、健康 な人から不健康な人へ所得を再分配することが望ま しい とい う価値判断を政府が も
っていることによる。介護サー ビスについては、措置制度が適用されている場合には、利用者は所得水
準に応 じた負担を求められるものの、税金が投入 されるために、実費よ り安い費用で利用でき、公的介
護保険が適用されている場合にも、公的介護保険の導入によって利用者は給付の1割を負担するものの、
残 りは保険か ら給付を受け られ るため、実費よ り安い費用で利用できる。 この場合も、たとえ介護サー
ビスが総余剰を最大化す る水準を越えた としても、高齢者の生活能力を保障することには、特別な価値
が 与えられるので、介護サー ビス量を拡大す ること、言い換えれば、健常者か ら要介護者へ所得を}ヰ分
配することが望ましいとい う価値判断を政府が もっていることによる。
第3に、介護費と入院医療費は、それ 自体に経済的な意味合いがあるわけではないが、社会が入院医療
サー ビス と介護サービスを得 るために直接投入 した金額を示す もの として、しば しば引き合いに出 され
る指標なので、ここで取 り上げた。
2,初期状態のケース と効率的なケー スの経済効果の比較
ここでは、高齢者の介護サー ビス市場 と入院医療サー ビス市場を考える。図1は高齢者の介護サービス
市場を示 した ものであ り、横軸は介護サー ビス量を、縦軸は金額を示 している。介護サービスの量はQ,
で示 され、量の単位は、一定期間における利用者数で測 られるものとする。P、dは、高齢者が1単位の介
護サー ビスを受けるときにサー ビス量に応 じて支払 う金額 を示 してお り、介護サー ビスの需要者である
高齢者が直面する価格である。介護サービスを生産する際の限界費用をMC、とし、右上が りと仮定する。




し、公的 な保険の財源 に税 が投 入 され てい る場合 には、一部、税 も含 まれ る。P。d、MC,、Pcsの 大
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介護サー ビスを利用することか ら得 られ る限界効用はMUで 示 され、MUに は要介護者が介護サー ビ
スを利用す ることから得 られ る効用 と、この介護サー ビスを受けなければ、家族に不効用が生 じるが、
この介護サー ビスを受 けることで解 消された不効用が含まれ る。 ここでは、介護サービスの量の単位を
…定期閻における利用者数 としているので、一定期間の介護サービスから各利用者が得る効用 を同 じと
仮定す ると、MUは 一定となる。高齢者の介護サー ビス市場における介護サー ビスの供給量は、短期的
には供給制約下にあると仮定 し、供給曲線 はS。で示 され る。D,は要介護者の総数である。
図2は高齢者の入院医療サー ビス市場を示 したものであり、横軸は入院医療サー ビス量を、縦 軸は金額
を示 している。入院医療サー ビスの量はQmで示 され、量の単位は、一定 期間における利用者数で測られ
るもepとす る。PI。dは1単位の入院医療サー ビスを受 けるときに高齢者が医療機関に支払 う自己負担金で
あ り、高齢者が直面す る価格である。入院医療サー ビスを生産する際の入院医療サー ビスの限界費用を
MCmと し、右上が りと仮定す る。介護サー ビスの限界費用 と入院医療サー ビスの限界費用を比較すると
き、同 じサー ビス量であれば、介護サー ビスの限界費用のほ うが入院医療サービスの限界費用 より小 さ




ここでの入院医療サー ビスは、社会的入院に対応 しているため、事実上、介護サービスと同 じである。
それ ゆえ、入院医療サー ビスを利用することか ら得 られ る限界効用MUは 、介護サービスを利用するこ
とか ら得 られる限界効用 と同 じである。また、高齢者の入院医療サー ビス市場における入院医療サー ビ
ス量は、短期的には供給制約下にあると仮定 し、供給曲線はSmで示 される。D,は要介護者の総数であ
る。
まずはじめに、介護サー ビス市場 と入院医療サー ビスの2つ の市場において、総余剰が最大化 される
介護サー ビス量および入院医療サー ビス量、すなわち資源配分の観点から最 も効率的な介護サー ビス量
お よび入院医療サー ビス量か ら求めてみ よう。 これは、現行制度の初期モデル と比較するためである。
総余剰が最大化されるサー ビス量は、限界費用曲線 と限界効用曲線の交わる水準で決まる。図1で示 され
ているように、このモデルの想定では、効率的な観点か らの介護サービス量の最適点がQ c*の水準に決
ま り、入院医療サー ビス量の最適点はゼ ロになる。それ ゆえ、社会的入院は存在 しない。 このときの総
余剰は(4)の面積で、介護費は(4)十(5)+(7)の面積で示 され る。
次に、現行制度下における初期モデル を示す ことにす る。ここでは、社会的入院か ら介護への代替に
焦点を絞 るため、当初の介護サー ビスの供給主体 としては、介護を目的 とした療養型病床群のみを考え
ているので、療養型病床群を含 めた医療機関の行動か らみていくことにする。ここでは、医療機関が現





院 医療 サー ビスを供給 す る医療 機関 に と どまった ときの限界利潤 と介 護サー ビス の提 供を主 とする療養
型 病床 群 に転 換 した ときの 限界 利潤 が等 しくな るよ うに供給 量を配分す る と考 え られ る。 この ことを図
で示 してみ る と、介護 サー ビス を供給す るときの1単 位当た りの報酬 をP 。.oとし、入 院医療サー ビスを
供給す る ときの1単位 当 た りの報酬 をPrn.。とす る とき、介護サー ビス と入院 医療サー ビスの限 界利潤 が
等 しくなるのは、介護 サー ビス量がQ。o、 入院医療 サー ビス量がQ,、0のときで あ る。 前者はaか らbの
大 き さで 、後者 はiか らjの 大き さで示 され る。2つのサー ビスの限界利 潤が等 しくな るよ うに、医療機 関
が病床 を割 り当て たとす る と、介護 サrビ スの供給 画線 はS。oで示 され 、入院医療 サー ビスの供給曲線 は
SmOで示 され る。
需 要者 であ る高齢者 の直面す る介護 サー ビス の価 格はP。dで あ り、需 要者 で ある高 齢者 の直 面する入
院 医療 サー ビスの価 格 はPmdで あ る。 いず れ の価 格 も限界効用 よ り低い ため、常 に要介護 者 の総数 に対
応 した分の介 護サ ー ビス の需要 が存在す る。 た だ し、供給側 の 制約 に よ りす べての需 要に応 じられな い
ので 、供給側 の供 給量 に よってサー ビスの取 引水準が決 定 され る。 したが って、初期状 態 にお け る介護
サー ビス 量はQ。o、 総 余剰 は{(・1)十(5)十(6)}十{(2)十(4)}一{(2)十(3)十(4)十(5)十(6)}=(4)
一(3)の面積 で示 され る。 この式の左辺 の最初 の{}は 、介護 サー ビスに関連 した税や保険料負担 を除
いた ときの介護サ ー ビス利用 者の余剰(消 費者 余剰)を 、2番 目の{}は 介護 サー ビス に関連 した税 や
保険料負担 を除 いた ときの介護サ ー ビス供給者 の余剰(生 産者余剰)を 、3番 目の{}は 介 護サー ビス
に関連 した税や 保険料 負担 を示 してい る。 この ときの介 護i費は、(2)+(3)+(4)+(5)+(6)+(7)+(8)の
面積 で示 され る。 他 方 で、 初期状態 にお ける入院 医療 サー ビス量 はQmO、 総余 剰 は{(4ノ)+(9')}+
{(1')十(2')一ト(6')-L(7ノ)}一{(lt)一ト(2ノ)→(3')十〈4ノ)十(6ノ)一ト(7i)→一(8')十(9')}=一(3')一(8')
の面積 で示 され る。 この 式 の左 辺の最 初の{}は 、入院 医療 サー ビスに関連 した税 や保険料負担 を除
いた ときの入院 医療サー ビス利用者 の余剰(消 費者 余剰)を 、2番 目の{}は 入院医療 サー ビスに関連
した税や 保険料負 担 を除 いた ときの入院 医療サー ビス供給者 の余剰(生 産者余剰)を 、3番目の{}は
入院 医療 サー ビス に関連 した税や 保険料負 担 を示 してい る。 この ときの介護 費 は、(1')+(2')+(3'〉+
(・lt)十(5')十(6')十(7ノ)十(8ノ〉十(9')十(10')の面積 で示 され る。
ここで 、介護 サー ビス と入院 医療サー ビスの 両方に関 して資源配分 の観点 か ら最 も効 率的 なサー ビス
の水 準が 達成 され るケー ス と現 行制度 下の 初期 モデル の ケー スにお いて決 ま るサ ー ビスの 水準 を3つの
指 標の観 点か ら比較 してみ ると、第1にサー ビス量で は、効率 的な ケース と比べ 、現行 制度 下の初期モデ
ル のケー スのほ うが、介護 サー ビスで はQ 。oからQ。*を引い た分 だけサ・一ービス 量が拡 大 し、入院 医療サ
ー ビスではQ mOの分の サー ビス量が拡 大す る。第2に総余剰 は、効 率的なケー ス と比べ、'現行制度 下の 初
期 モデル のケー ス のほ うが 、(3)+(3')+(8')の面積 の大き さだ け減少す る。 この こ とよ り、現行 の制
度 は 、総余剰 を犠 牲に して、介 護サー ビス と入院 医療 サー ビスの量 を拡大 してい るの で、介 護サー ビス
や 入院 医療サ ー ビスは人 間 と しての生活 を維持 してい く うえで特別 な価値 を持つ財で あ り、社会に対 し
て 費用 をか けた と して も、 サー ビスの量 を増や し、そ の利 用量 を拡 大すべ き とい う価値判断 に基づい た
制度 と考 え られ る。 第3に 費用 は効率 的 なケー ス と比 べ、 現行制度 下の初期 モ デル のケー スの ほ うが、
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介護 サー ビス では(2>+(3)+(6)+(8)の面積の 大 き さだけ増 加 し、入院医療 サー ビスでは(1')+(2')+
(3')+(4')+(5ノ)+(6')+(7')+(8')+(gt)+(lot)の面積 の大 き さだけ増加 す る。 費用増加 の原 因は、
生産 量の増加 とサー ビス の供給者 に対す る他の社 会構 成員 か らの所 得移 転 に よって生 じるが 、(3)+(6)
+(8)の面積 が介護 サー ビス量の 拡大 に ともな う生産 費用 の増加 部分で あ り、 ② は介護 サー ビスの 供給
者 に対す る他の 社会構 成員 か らの所 得移 転部分 で ある。そ して 、(3')+(4')+(5ノ)+(8')+(9')+(10')
の面積 が入 院 医療サ ー ビス量の 拡大 に ともな う生産 費用 の増加 部分 であ り、(1ノ)+(2')+(6')+(7')は
入院 医療サ ー ビスの供 給者 に対す る他 の社 会構 成 員か らの所得移 転部分 であ る。 この ことよ り、現 行の
制度 はサ ー ビス量 を拡 大す るた め に、多 くの費用 がか かってい る制度 とい える。 この費用 は、利 用 者の
サー ビス利 用時 の 自己負担、保 険料 、税 のいず れか で賄 わな けれ ば な らない もので あ る。
3.介護サー ビスの報酬 を増加させ るケースの経済効果
3--1.医療 機 関 が 介 護 目 的 と した 療 養 型 病 床 群 に 転 換 す る場 合
ここで は、第2節の 初期モデル のケー ス を初期 状態 として、介 護サー ビスの報酬 をP。 、。か らP、 、1へ
引 き上げ るケー スの経 済効 果 を考 え る。介護 サー ビスの報酬 がP.、oか らP。、1へ引き上げ られ る と、医
療機 関が利 潤最 大化 行動 を とって い る とす れば 、入院 医療サー ビス の供給 を減 ら し、介護 サー ビス の提
供 を 目的 と した療養 型病床 群の供給 を増やす と考 え られ る。医療機 関 の利潤 が最大 にな る供給 の配分 は、
療養 型病床 群 を通 じた介 護サー ビスの供給 か ら得 られ る限界利潤 と入院 医療 サー ビスの 供給 か ら得 られ
る限 界利 潤 が等 しくな る ときであ る。 これ を図 で示す と、介護 サ ー ビスの供 給量 はQ.1で あ り、入 院医
療サ ー ビスの供給 量はQm1で あ る。 前者 の限界利潤 はcか らeの 大 き さで 、後者 の 限界利 潤 はfか らh
の大 きさで示 され 、等 しくな ってい る。 この とき、介 護サー ビス供給 曲線 はS。oか らS。1へ右 にシ フ ト
し、入院医療 サー ビスの 供給llll線はS,noからSm1へ左 の シフ トす るため、医療 か ら介 護への代替 が生 じ
る。
この 場合 も、超過 需要 の状態 に あ るた め、供給 側 の制約 に よって 実際のサ ー ビス量が決 ま る。 この場
合 のサ ー ビス量 、総 余剰 、 費用 を介護サ ー ビス と入院 医療 サー ビス のそれぞれ につ い てみてい くと、ま
ず、介護 サー ビスの 量はQ。1で 、そ の総余 剰 は(4)一(3)一(ll)の面積 で、そ の費用 は(1)+(2)+(3)+(4)
+(5)+(6)+(7)+(8)+(9)+(lo>+(il)+(12)+(13)の面積 で示 され る。 次 に、入 院 医療 サ ー ビスに
つい てみ てい くと、そ の量 はQ ,niで、 そ の総余剰 は 一(3ノ)の面積 で、その 費用 は(1')+(2')十(3')÷
(4')+(5')の面積 で示 され る。
ここで、この節 で検 討 してきたケー ス、す なわち介護 サー ビスの 報酬がP 。。oからP。,1へ引 き上げ ら
れ るケー ス と、第2節 で検討 した ケv-一一・ス、す なわ ち現行制度 下の初期 モデル のケー ス を3つの指 標の観 点
か ら比較 してみ よ う。 第1に サー ビス量で は、初期 モデル のケース と比べ 、介 護 サー ビスの報酬 が 引 き
上げ られ るケー スの ほ うが、介 護サー ビス ではQ,1か らQ。oを引い た分だ けサー ビス量が拡 大 し、入院
医療 サー ビスで はQmOか らQm1を引い た分だけサー ビス量が減少 す る。第2に総余剰 の比較 す ると、初期
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モデル のケー ス と比 べて、介護 サー ビスの報酬 が引き上げ られ るケース にお ける変化 は、(8')一(11)の
面積 で示 され る。もっ とも らしい想 定 と して(8')が(ll)より大 きい とみ なす と、(8')一(1Dは正 となる
た め、介護 サ ー ビス の報酬 を引 き上 げて、医療 か ら介護 への代替 を促 した ほ うが 総余剰 は増加す る。 こ
れ は、介護 を 目的 とす るサー ビス を供 給す るた めには、 よ り生産費用 のかか る社 会的入院か らよ り生産
費用 のかか らない介護 サー ビスへ供 給形態 を変 えた ほ うが 、生産 費用 が節約 で きるためで ある。第3に費
用 の比較 す る と、初期 モデル の ケー ス と比べ て、介護 サー ビスの報 酬が引 き上げ られ る'ケー スにお け る
変化 は、(1)+(9)+(10)+(ll)+(12)+(i3)一く6')一(7')一(8')一(9')一(10')の面積 で示 され る。 こ
の面積 の符 号が正 か負 か は不明 であ る。介護 サー ビスの報酬 引 き上げ は、介護 サー ビスの 単価の増加 と
介護 サ ー ビスの量 の増加 とい う費用 の増加 要因 と、入院医療 サー ビス の量 の減少 とい う費用 の低 下要因
の大小 関係 に よるが、 どち らの 要因が大 きいか を確 定す るこ とは困難 である。 した がって、介護 サー ビ
スの報酬 引 き上 げは、引 き上げ前 と比べ て、費用 を増加 させ る場 合 と低下 させ る場合の2つの可能性 が考
え られ る。
3--2.施設 や在 宅 の 介 護 サ ー ビス の 供 給 主 体 が 参 入 して くる場 合
ここでは、介護 サー ビスの報酬 がP。 。oからP。.1へ引き上げ られ るこ とで、医療機 関が介護 サー ビス
の提 供 を 口的 と した療養 型病床 群へ転換 す るの に加 えて、施 設や在宅 の介護 サー ビスの供給 主体が参入
して くるケー スを考 える。 す なわ ち、 医療か ら介護へ の代 替 プラス介 護の純増 のケースで ある。 単純化
のた めに、施設や 在宅の介 護サー ビスの限界費用 曲線 と限界効用 曲線は 、図1に示 した ものがその まま当
て はま る もの とす る。介 護サ ー ビスの供給 主体の参入 条件が緩和 され、介護 サー ビスの供給 主体が利潤
最大 化行 動 を とってい る とす る と、 限界利潤 がゼ ロにな る ところまで参入す る。 そ の ときの供給 曲線 は
S。3で、介護サ ー ビス量 はQ。3で示 され る。 この ときの総余剰 は(4)一(3)一(11)一(16)一(20)一(21)の
面積 で示 され る。 限界 効用 と限界 費用 が等 しく、総余 剰が最 大 とな る効率的 なケー ス と比 べて、総余剰
の損 失 は大 きいが 、 これ は、介護 サー ビスの需要者 の直面す る価格 が低 く押 さえ られ、介護 サー ビスの
供給 者 の直面 す る価格 が高 く設 定 され ている ときに供給が拡 大 され ると、限 界効用 と限界 費用が大 きく
乖離 して しま うた めであ る。 この ときの 費用 は、(1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)+(7)+(8)+(9)+(10)
+(ll)十〈12)+(13)+(14)十(15)+(16)+(17>+(18)十(19)+(20)+(21).+(22)+(23)の面積 で示 され
る。 介 護サ ー ビスの供給 主体の 参入 は 、入院 医療 サー ビス市場へ影 響 を与 えないの で、入院 医療サー ビ
スの水 準はQm1で ある。
こ こで 、 これ まで検討 して きたケー ス、す なわち介護サー ビスの報酬 が引 き上げ られ るこ とで、医療
機 関 が介護 サー ビスの提 供 を 目的 と した療養 型病床 群へ転換 す るの に加 えて 、施設 や在宅の介護 サー ビ
スの供 給主体 が参入 して くるケース と、第2節で検討 したケース、す なわち現行 制度 下の初 期モデル のケ
ー スを3つ の指標 の観 点か ら比較 して み よ う。 第1に サー ビス量で は、初期 モデル のケー ス と比 べ、 こ
こで検 討 しているケー スのほ うが、介 護サー ビスではQ。3か らQ。oを引いた分 だけサー ビス量が拡大 し、
入院医 療サー ビスではQmOか らQmiを引いた分だ けサ・一.ifス量が減少す る。第2に総余剰 の比較す ると、
一291一
第41巻第2号2003年3月
初期モデルの ケース と比べ て、 ここで検討 してい るケー スにおけ る変化は、(8')一(11)一(16)一(20)一
(2Dの面積 で示 され る。 この面積 は負 にな る可能 性が高 い。 それ ゆえ、介護 サー ビス に対す る報酬 を引
き上げ、 医療 か ら介護 への代替 を促 し、介護の純 増が ある場合 には、総余剰 は減少 す る可能性 が高い。
第3に費用め比較す ると、初期モデル のケー ス と比べて、ここで検討 してい るケースにおける変化 は、(D
十(9)十(10)十(LD」一(12)十(13)十(14)十(15)十(16)十(17)十(18)→一(19)十(20)十(21)十(22)十(23)一
(6')一(7,)一(8')一(9')一(10')の面積 で示 され る。 この面積の符号 は正で、大 きな値 を とる と予想 さ
れ る。 したが って、介護サ ー ビスに対す る報酬 を引き上げ、医療か ら介 護への代替 を促 し、介護 の純増
が ある場合 には、介護 の純増 に起 因す る大幅 な費用の増加 が予想 され る。
ここで、 与件が変化 した場合の経済効果 につい て考 えてみ よ う。 こ こでは2つの 与件 の変化 を考 える。
第1は、少子化 、高齢化 に よって家庭 で介護 す る人 の負担 が増 し、1単位 当た りの介護 の不効用 が増加 す
るケー スである。 この場合は、介護 サー ビス を家庭外 の介護サー ビス供 給者 か ら購入す るこ とで得 られ
る効 用 が増加 するため、介 護サー ビス市場 の限界効用 曲線 は上方 にシ フ トす る。 この よ うな与件の変 化
が生 じた場合 、総余剰 の損失が減少す るた め、総余剰 は増加す る。 介護 サー ビスの限界費用 と介護 サー
ビスに対 す る報酬 は不変なので 、介 護サー ビスの量は変わ らず 、介護 費 も変化 しない。 したが って、介
護 地獄 といわれるよ うな状 況が深 刻化す るほ ど、 この節 で検討 したケー スのメ リッ トが増す こ とになる。
第2の与件の変化 は、介護サ ー ビス供給者 の参入に よる競争激化 で生産 費用 の低 下が生 じ、介護 サー ビ
スの限界費用 曲線が 下方に シフ トす るケース である。 この場合 には、介 護サー ビスに対する報酬 が一定
の状 況 下で 、介護サー ビスの限界利 潤が増加 す るため、社 会的入院 か ら介護 を 目的 と した療養 型病床 群
への転 換が生 じ、介護 サー ビスの供 給主体 による介護 サー ビス量の さらなる増加 も生 じる。 この よ うな
与件の変化が 生 じた場 合、総余剰 の損失が減少す るため、総余剰 は増加 す る。介護 サー ビスの量 は増加
す るた め、介護 費は増加 す る。 したが って、 この場合に総余剰 の増加 と費用の増加 が同時に起 こる こと
になる。
4・入院 医療サー ビスの報酬を低下 させるケースの経済効果
4--1.医療 機 関 が 介 護 目的 と した 療 養 型 病 床 群 に転 換 す る場 合
ここでは、第2節の初期モデル のケー スを初期状態 と して、入院 医療 サー ビスの報酬 をP ,、oからPm、
1へ引 き下げ るケースの経済効果 を考える。 入院 医療サー ビスの報酬 がPm,oからPm,1へ引 き下 げ られ
ると、医療機 関が利潤 最大化行動 を とってい る とすれ ば、入院 医療 サー ビスの供給 を減 らし、介護 サー
ビスの提 供を 目的 とした療 養型病床 群の供給 を増や す と考 え られ る。 医療機関 の利潤 が最大 にな る供給
の配 分 は、療養型病床 群を通 じた介護 サー ビスの供給 か ら得 られ る限界 利潤 と入院 医療 サー ビスの 供給
か ら得 られ る限界利 潤が等 しくなる ときであ る。 これ を図で示す と、介護サs-一一ビスの供給 量はQ.1で あ
り、入院 医療 サー ビスの供 給量はQm1で ある。前者の限界利 潤はdか らeの 大 き さで、後者 の限界利潤
はgか らhの 大きさで示 され、等 しくなってい る。 この とき、介護 サー ビス供給 曲線 はS ,oからS。1へ
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右 にシ フ トし、入院 医療 サ…一ビスの供給 曲線 はSmOか らSmlへ左 のシフ トす るた め、医療か ら介護への
代替が生 じる。,
この 場合 も、超過 需要の状 態に あるため、供給側 の制約 によって実際のサー ビス量が決ま る。 この場
合の サー ビス量、総 余剰、 費用 を介護 サー ビス と入院 医療 サrビ スのそれぞれ についてみてい くと、ま
ず、介 護 サー ビスa5量はQ。1で 、その総余剰 は(4)一(3)一(11)の面積で、その費用 は(2)+(3)+(4)+(5)
+(6)+(7)+(8)+(10)+(ll)+(12)+(i3)の面積 で示 され る。 次に、入院 医療 サー ビスについてみてい
くと、そ の量 はQ,.1で、 その総余 剰は 一(3')の面積で 、その費用は(2,)十(3')+(4t)十(5')の面積 で
示 され る。
こ こで、この節 で検討 して きたケース、す なわち入院 医療 サー ビスの報酬がPm、oか らPr.,1へ引き下
げ られ るケー ス と、第2節で検討 したケー ス、すなわ ち現行 制度 下の初期モデル のケース を3つの指標 の
観点 か ら比較 してみ よ う。 第1にサー ビス 量では、初期モ デル のケース と比べ、入 院医療サー ビスの報酬
がPm、oか らP,h、1へ引 き下 げ られ るケー スのほ うが、介護 サー ビスではQ.1か らQ。oを引い た分だけ
サー ビス量が拡 大 し、 入院医療サー ビス ではQmOか らQm1を引いた分だ けサー ビス量が減少す る。 第2
に総 余剰 の比較 をす る と、 初期モデ ルの ケー ス と比べて 、入院 医療サー ビスの報酬が引 き下 げ られ るケ
ー スにお け る変化 は、(8t)一(11)の面積 で示 される。 もっと もらしい想 定 として(8')が(11)より大きい
とみ なす と、(8ノ)一(H)は正 となるた め、入院 医療 サー ビス の報酬 を引き下げて、医療か ら介護へ の代
替 を促 した ほ うが総余剰 は増加 する。 これは、介護 を 目的 とす るサー ビスを供 給す るた めには、 よ り生
産 費用 のかか る社会的 入院か らより生産 費用 のかか らない介護 サー ビスへ供給形 態 を変 えた ほ うが、生
産 費用 が節約 で きるためで ある。 第3に 費用 の比較 をす る と、初期モデル のケース と比べ て、入院 医療
サー ビスの報酬が 引き下げ られ るケー スにおけ る変化は、(10)+(ll)+(12)十(13)一(1ノ)一(6パー(7')
一(8')一(9')一く10')の面積 で示 され る。 この面積 の符 号は負にな る と考 え られ るので、費用 の低下を
もた らす。 その理 由は、介 護を 目的 とす るサー ビスを供 給す るた めには、サー ビス1単位 当た りで よ り高
い報酬 が支 払われ る社会的入院 か らサ ー ビス1単位 当た りで よ り低い報酬が支 払われ る介護 サー ビスへ
供給形態 を変 えた ほ うが、費用 が少な くてす むた めである。入院医療 サー ビスの報酬が引 き下げ とい う
政 策は 、サー ビス量 を減 らす こ とな く、総余剰 を増や し、費用 を減 らす ので、社会的 にみ て望 ま しい と
考 え られ るが、サー ビスを供給 す る医療機 関の利 潤 を減 らす と考 え られ るので、医療機関の反 対を招 く
お それが ある。





線 と限界効用曲線は、図iに 示 したものがそのまま当てはまるものとする。介護サービスの供給主体の
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参入 条件 が緩 和 され 、介護 サー ビス の供 給主体 が利潤 最大化行 動 を とってい る とす ると、限 界利 潤が ゼ
ロに なる ところまで参入す る。 その ときの供給 曲線 はS。2で、介護 サー ビス量はQ 。2で示 され る。 この
ときの総 余剰 は(4)一(3)一(11)一(16)の面積 で示 され る。 この ときの費用 は、(2)十(3)+(4)+(5)+(6)
+(7)+(8)+(IO)+(ID+(12)+(13)+(15)+(16)+(17)+(18)の面積 で示 され る。 介護サ ー ビスの供
給 主体 の参入は 、入院医 療サー ビス市場 へ影響 を与えないので 、入院 医療サー ビスの水準はQmlで あ る。
こ こで 、 これ まで検討 して きたケー ス、すな わち入院 医療サー ビスの報酬 が引 き下 げ られ るこ とで、
医療機 関 が介護 サー ビスの提供 を 目的 と した療 養型病床 群へ転換す るの に加 えて、施設や在 宅 の介護 サ
ー ビスの供給主 体が参 入 して くるケー ス と、第2節で 検討 したケー ス、す なわち現行制度 下の初期モデ ル
の ケー スを3つの指標 の観 点か ら比較 してみ よ う。 第1に サー ビス量では 、初期モデル のケー ス と比 べ、
ここで検討 してい るケ ースの ほ うが 、介護 サー ビスではQ.2か らQ。oを引いた分だ けサー ビス 量が拡 大
し、入院 医療サー ビスで はQm。か らQm1を引い た分だけサー ビス量が減少す る。第2に総余剰 を比較す る
と、初 期モデル のケrス と比べて、 ここで検討 してい るケース にお け る変化 は、(8')一(lD-(16)の面
積 で示 され る。 第3に費用 を比較す る と、初期モデル のケ・一・ス と比べて、 ここで検討 して いるケースにお
ける変 化 は、(IO)+(11)+(12)+(13)+(15>+(16)+(17)+(18)一(1')一(6')一(7')一(8')一(9')一
(10')の面積 で示 され る。 総余剰 と費用の 面積の符 号は、いずれ も不 明であ る。
ここで、 第3節で検 討 した与件 の変化 、す なわち、第1に 、少 子化、高齢化 によって家庭 で介 護す る人
の負 担が 増 し、1単位 当 た りの介護 の不効用 が増加す るケー ス と、第2に、介護 サー ビス供給者 の参 入 に
よる競争 激化 で生産 費用 の低下が生 じ、介護 サー ビス の限界費 用曲線が 下方 にシフ トす るケー スが、 ど
の よ うな経 済効果 を もた らすか を考 えてみ ると、 前者 の ケー スでは、介護 サー ビスか ら得 られ る総 余剰
は増 加 し、介護 サ ー ビスの量 と介護 費 は変化 しな い。 後者 のケースで は、介護サー ビスか ら得 られ る総
余剰 は増加 し、介護 サー ビスの量 と介護費 も増加 す る。 これ らの結論 は、第3節で得 られ た結論 と同 じで
ある。
5.介護サー ビスの報酬 を増加させるケースと入院医療サー ビスの報酬を
低下させるケースの経済効果の比較
5--1.医療 機関 が介護 目的 と した療養 型病 床軍 に転換 す る場 合
ここでは、第3節で検討 したケース、すなわち介護サー ビスの報酬を増加 させるケースと、第4節で検
討 したケース、すなわち入院医療サー ビスの報酬を低下 させるケースの経済効果の比較を行 う。まずは
じめに、このような報酬の変化により、医療か ら介護への代替のみが生 じる場合、すなわち医療機関が
介護サービスの提供を目的 とした療養型病床群への転換のみが生 じる場合と、医療から介護への代替に
加 えて、介護の純増が生 じる場合、すなわち医療機関が介護サー ビスの提供を目的とした療養型病床群
へ転換す るのに加えて、施設や在宅の介護サー ビスの供給主体が参入 してくる場合を考える。
まずは じめに、介護サービスの報酬を増加 させ る施策 と入院医療サー ビスの報酬を低下させ る施策に
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よ り医療か ら介護への代替のみが生 じる場合、すなわち医療機関が介護サー ビスの提供を 目的 とした療
養型病床群への転換のみが生 じる場合の経済効果 を3つの指標を使 って検討する。
第1にサー ビス量からみてい くと、いずれの施策 とも、サー ビス量は同 じである。第2に総余剰は、い
ずれの施策もサー ビス量が同 じなので、同 じである。第3に費用は、介護サービスの報酬を増加 させる施
策のほ うが入院医療サー ビスの報酬を低下 させる施策よりも、(1)+(9)+(1')の面積だけ多 くなる。介
護サー ビスの報酬を増加 させ る施策をとると、入院医療サービスの報酬を低下 させないことで、入院医
療サー ビスの供給者 の収入は維 持 され、介護サービスの報酬 を増加 させることで、介護サー ビスの供給
者 の収入が増加す る。それ ゆえ、介護サー ビスの報酬 を増加 させ る施策は、入院医療サービスの報酬を
低 下させ る施策 と比べ、介護サー ビス と入院医療サービスの保険料や税の負担者か らそれ らのサー ビス
の供給者へ所得の移転が より大規模 に生 じることになる。
5--2.施設 や在 宅 の介 護サー ビスの供 給主 体が参 入 して くる場 合
次に、介護サー ビスの報酬を増加 させ る施策 と入院医療 サー ビスの報酬を低下 させ る施策によって医
療か ら介護への代替 に加 えて、介護の純増が生 じる場合、すなわち医療機関が介護サー ビスの提供を目
的と した療養型病床群へ転換す るのに加 えて、施設や在宅の介護サー ビスの供給主体が参入 してくる場
合の経済効果 をを3つの指標を使 って検討する。
第1にサービス量か らみてい くと、いずれの施策の場合 も、入院医療サービスの量は同じであるが、介
護サー ビス量は、介護 サー ビスの報酬を増加 させる施策のほ うが大きく、入院医療サービスの報酬を低
下 させる施策のほ うが小さい。第2に 総余剰は、介護サー ビスの報酬を増加 させる施策のほ うが入院医
療サー ビスの報酬を低 下させ る施策 と比べて、(20)+(21)の面積だけ小 さい。介護サー ビスの報酬を増
加 させる施策のほ うが総余剰 の損失は大きいが、その理由は、介護サー ビスの報酬を増加 させる施策が、
介護サー ビス供給者の直面する価格を上昇 させ ることを通 じて、介護サー ビスの供給量が拡大するため
に、介護サー ビスの限界効用 と限界費用がますます乖離するからである。第3に費用は、入院医療サービ
ス量や介護サー ビス量に比例するた め、介護サー ビスの報酬 を増加 させる施策のほ うが入院医療サー ビ
スの報酬を低下 させ る施策 と比べて、(1)+(9)+(14)+(19)+(20)+(21)+(22)十(23)+(1')の面積だ
け多くなる。2つの施策を比べるとき、介護サー ビスの報酬を増加 させる施策は、介護サービス量を増加
させ、介護サー ビスの利用可能性が高まるとい うメリッ トはあるものの、総余剰の損失の拡大や費用の
増加による保険料や税の引き上げとい うデメ リッ トが生 じる。
6.お わ りに
本研究では、単純なモデルを使って、高齢者による入院医療サー ビスか ら介護サー ビスへの代替に関




化 し、まず最初に、初期状態のケースと総余剰の観点か ら最 も効率的なケースを比較 した。 この分析か
ら、保険の導入によって生 じるサー ビス需要者の直面す る価格の低下、サー ビス供給者への公的な報酬
の決定によって生 じるサー ビス供給者の直面する価格の上昇、サー ビス供給者への参入規制によって生
じる供給制約に より特徴づけられ る現行の制度は、サービスの限界効用 と限界費用が等 しい効率的なケ
ース と比べて、入院医療サービスや介護サー ビスの量 を増加 させるので、これ らのサー ビスの利用可能
性が増加する とい うメ リッ トがあるが、他方で、費用負担の増加、すなわち税や保険料の上昇と総余剰
の損失を生 じさせるデ メリッ トがあるとい う結論が得 られた。
次に、介護サー ビスの報酬を増加 させ る施策の経済効果を初期状態のケースと比較 しなが ら分析 した。
その際 に、この ような報酬の変化 により、医療か ら介護 への代替のみが生じる場合、すなわち医療機関
が介護サービスの提供を目的とした療養型病床群への転換のみが生 じる場合と、医療か ら介護への代替
に加 えて、介護の純増が生 じる場合、す なわち医療機関が介護サー ビスの提供を目的 とした療養型病床
群へ転換するのに加えて、施設や在宅の介護サー ビスの供給主体が参入 してくる場合を考えた。前者の
場合に得 られた結論によれば、介護サー ビスの報酬を増加 させる施策のほ うが初期状態のケースと比べ
て、 より生産費用の高い入院医療サー ビスの量が減 り、 より生産費用の低い介護サー ビスの量が増える
ので、総余剰 は増加するが、費用が増えるか減るかは不明である。後者の場合に得 られた結論によれば、
医療か ら介護への代替 に加えて、介護の純増が生 じるので、介護サー ビスの量が大きく拡大する。サー
ビス量を増やす と、限界効用と限界費用 の乖離がます ます大きくなる状況の下にあるので、総余剰の損
失は大 きくなる。 したがって、介護サー ビスの利用可能性が増加す るとい うメリッ トがある…方で、費
用負担の増加 、すなわち税や保険料の上昇 と総余剰の損失を生 じさせるとい うデメ リットが生 じる。
第3に、入院医療サー ビスの報酬 を低下させる施策の経済効果 を初期状態のケースと比較 しながら分析
した。その際に、このような報酬の変化により、医療か ら介護への代替 のみが生 じる場合、すなわち医
療機関が介護サー ビスの提供を目的 とした療養型病床群への転換のみが生じる場合 と、医療か ら介護へ
の代替 に加えて、介護の純増が生 じる場合、すなわち医療機関が介護サービスの提供を日的とした療養
型病床群へ転換す るのに加えて、施設や在宅の介護サー ビスの供給主体が参入 してくる場合 を考えた。
前者の場合に得 られた結論によれば、入院医療サービスの報酬を低下させる施策のほ うが初期状態のケ
ース と比べて、 より生産費用の高い入院医療サー ビスの量が減 り、 より生産費用の低い介護サー ビスの
量が増 えるので、総余剰は増加す る。費用は減少す るが、それは、報酬単価の高い入院医療サー ビスか
ら報酬単価の低い介護サー ビスへの代替が起こったためである。 したがって、この施策は社会的には望
ま しい と思われるが、入院医療サービスの報酬の低下は医療機関の利潤の低下を招 くと予想 されるので、
医療機関が反対するおそれがある。後者の場合に得 られた結論によれば、医療か ら介護への代替に加え
て、介護の純増が生 じるので、介護サー ビスの量が大 きく拡大する。 この場合 も、サー ビス量を増やす
と、限界効用 と限界費用の乖離がますます大きくなる状況の下にあるので、総余剰の損失は大 きくなる。
したがって、介護サー ビスの利用可能性が増加す るとい うメリシ トがある一方で、費用負担の増加、す
なわち税や保険料の上昇 と総余剰の損失を生 じさせるとい うデメ リットが生 じる。
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第4に、二介護サー ビスの報酬 を増加 させる施策 と入院医療サー ビスの報酬を低下 させる施策の経済効果
を比較 しなが ら分析 した。その際に、このよ うな報酬の変化により、医療か ら介護への代替のみが生 じ
る場合、すなわち医療機関が介護サー ビスの提供 を目的 とした療養型病床群への転換のみが生 じる場合
と、医療か ら介護への代替 に加えて、介護の純増が生 じる場合、すなわち医療機関が介護サー ビスの提
供を 目的 とした療養型病床群へ転換するのに加えて、施設や在宅の介護サー ビスの供給主体が参入 して
くる場合を考えた。前者の場合に得 られた結論によれば、いずれの施策とも、サービス量は同 じであ り、
総余剰 も同じである。費用は、介護 サー ビスの報酬を増加 させる施策のほ うが入院医療サー ビスの報酬
を低下させる施策よ りも大 きい。 これは、一方が価格を上げる施策、他方が価格を下げる施策であるこ
との反映である。所得分配 の観点からは、介護サー ビスの報酬 を増加 させ る施策のほうが、介護サー ビ
スと入院医療サー ビスの保険料や税の負担者か らそれらのサービスの供給者へ所得の分配が より大規模
に生 じることになる。後者の場合に得 られた結論によれば、いずれの施策の場合も、入院医療サービス
の量は同 じであるが、介護サービス量は、介護サービスの報酬を増加 させ る施策のほ うが大きく、費用
も大 きい。介護サー ビス量の拡大により介護サー ビスの限界効用 と限界費用がますます乖離す る状況下
では、総余剰の損失も大きい。介護サー ビスの報酬を増加 させ る施策は、入院医療サー ビスの報酬を低
下させる施策 と比べると、介護サー ビスの利用可能性が高まるとい うメリッ トはあるものの、総余剰の
損失の拡大や費用の増加による保険料や税の引き上げとい うデメリッ トが生 じる。
第5に、今後、考えられ る5件 の変化 が生 じた ときの経済効果についてまとめておこう。第1は、介護
地獄 と呼ばれ るケース、すなわち少子化、高齢化によって家庭で介護す る人の負担が増 し、1単 位当た
りの介護の不効用が増加するケースである。 この場合は、介護サー ビスを家庭外の介護サー ビス供給者
から購入す ることで得 られ る効用が増加するため、介護サービス市場の限界効用曲線は上方にシフ トす
る。 このような与件の変化が生 じた場合、総余剰の損失が減少するため、総余剰は増加す る。 ただ し、
限界効用 曲線の変化は介護サービス量の決定と無関係なので、介護サー ビスの量は変わ らず、介護費 も
変化 しない。 この結論は、現行制度の初期ケース、2つの施策のいずれにも当てはまる。第2の与件の変
化は、介護サー ビス供給者の参入による競争激化 で生産費用の低下が生 じ、介護サー ビスの限界費用曲
線が下方にシフ トす るケースである。 この場合には、サービスに対する報酬が一定の状況下で、介護サ
ー ビスの限界利潤が増加す るため、社会的入院か ら介護を目的 とした療養型病床 群への転換が生 じ、介
護サー ビスの供給主体による介護サー ビス量の さらなる増加 も生 じる。このような与件の変化 が生 じた
場合、総余剰の損失が減少するため、総余剰 は増加する。介護サー ビスの量は増加するため、介護費は
増加す る。 したがって、 この場合に総余剰の増加 と費用の増力EIが同時に起 こることになる。
最後に、介護サー ビスも入院医療サービスも、保険制度 と政府によるサー ビス報酬の決定により、限
界効用 と限界費用が乖離 し、総余剰が最大化 される効率的な水準以上にサービスが供給 され る制度にな
っている。 このサー ビスが価値財であ り、このサービスの利用可能性を高めることは、人々の社会的公
正の概念に一致するとい う前提 を受け入れるな らば、この制度のメリッ トは、サービスの利用 可能性 を
高めることができるとい うことであ る。ただ し、その場合に、総余剰の損失の拡大や費用の増加による
一297一
第41巻第2号2003年3月
保険料や税の引き上げ とい うデ メリッ トを避 けることができない。今後は、医療か ら介護への代替のみ
な らず、介護の純増が生 じると予想 される。それによ り、介護サー ビスの拡大とともに、総余剰の損失





2)高 齢者医療を福祉に代替 させ ることで、費用の削減効果があることを示 した研究として、丸尾(1998)
がある。丸尾(1998)は、都道府県を対象 としたクロスセクシ ョンの回帰分析によって、病床数が高齢者
の介護施設の定員数 と比べて多い都道府県ほど、高齢者1人 当たりの老人医療費 もしくは高齢者医療入
院費と高齢者1人 当た り老人福祉費の合計が上昇することを示 した。また、厚生省が1993年に行った推
計によると、処遇場所 による介護サー ビス費用の月額平均は、病院 よりも老人福祉施設のほ うが低 くな
っている。それゆえ、高齢者医療を福祉に代替 させ ることで、費用の削減効果があると考え られる。た
だ し、老人福祉施設における入居者の医療費や建物の減価償却費、地方自治体の超過負担を考慮すると、
高齢者の長期入院患者1人 当た りは、大都市部では、特別養護老人ホーム入居者の1人当た り費用よりも
低い と主張する二木(1995)の研究もある。
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